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「航空機による放射性物質等の輸送基準を定める告示の一部を改正する告示案」等に関

するパブリックコメントについて 

平成２０年１０月 

航空局技術部運航課 

背景・目的 

航空機を用いた危険物の輸送にあっては、航空法（昭和２７年法律第２３１号）第

８６条において、省令で定める一定の範囲の爆発物等について航空機による輸送を禁

止しており、航空法施行規則（昭和２７年運輸省令第５６号）第１９４条第１項各号

において輸送禁止物件の範囲を規定するとともに、同条第２項において、一定の技術

上の基準等に従って輸送する場合には当該禁止物件に含まれないこととしている。 

放射性物質等の輸送に係る技術基準については、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）にお

いて策定された放射性物質安全輸送規則を受けて、国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）が

危険物航空安全輸送に関する技術指針（ＩＣＡＯ ＴＩ）に取り入れたものを、国内法

規に取り入れており、航空法施行規則第１９４条第１項第７号で一定の放射性物質に

ついてその輸送を禁止するとともに、同条第２項第２号及び同号を受けた「航空機に

よる放射性物質等の輸送基準を定める告示（国土交通省告示第１０９４号）」により、

輸送可能物件を規定している。 

また、平成１７年１２月に放射性物質の輸送に関する安全規制の実施状況評価が、

ＩＡＥＡによる輸送安全評価サービス（ＴｒａｎＳＡＳ）によって実施され、我が国

の航空輸送における安全規制について、ＩＡＥＡから助言を受けているところである。 

今般、ＩＣＡＯ ＴＩの改正が行われ、平成２１年１月１日から適用されることから、

ＩＡＥＡからの助言を含め、航空法施行規則１９４条第２項第２号の規定に基づき、

「航空機による放射性物質等の輸送基準を定める告示」及び関連通達について所要の

改正を行うものである。 

 

主な改正概要 

１．航空機による放射性物質等の輸送基準を定める告示の一部改正 

（１）ＢＭ型輸送物を輸送する場合の、貨物機専用標識の貼付義務づけを本告示に

明確化するとともに、当該標識の様式を追加することとする。 

（２）他の危険性を有する放射性物質等の標識、表示及び輸送方法等は、本告示に

定めるもののほか「航空機による爆発物等の輸送基準を定める告示」によるこ

ととする。 

（３）耐火試験の条件である平均火炎放射率及び熱吸収率を明記することとする。 

（４）その他所要の改正を行う。 

 



２．関連通達「放射性物質等の輸送規制について（平成１３年６月２９日 国空航第５４

２号）」の一部改正 

（１）他の危険性を有する放射性物質等に当該危険性の標識を表示する場合は、放

射性の危険性の標識に近接して付すこととする。 

（２）放射性輸送物確認申請及び輸送計画書の申請書の「物理的、化学的性質」欄

に、特別形かどうか、気体、液体又は固体のいずれかであるかのほか、他の危

険性の有無及び分類と区分についても記載することとする。 

（３）その他所要の改正を行う。 
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